
産学官双方向の意見整理

産業界

【高等教育機関】

地元企業のニーズを反映したカリキュラムの創設また
は拡充してはどうか。

教員との連携や情報交換の機会を持つ必要があるので
はないか。研究分野と近い企業を教員にも知ってもら
いたい。

【行政】

高校生だけでなく、小中学校のより早い段階から県内
の仕事を知ってもらう機会が重要ではないか。親子教
室等を設けて、親にも県内の仕事や企業を知ってもら
うことも必要である。

企業の人手不足対策には、２拠点居住などによる交流
人口を活用することも大事ではないか。

高等教育
機関

【産業界】

魅力ある仕事創出には、事業者の競争力を高めること
が必要ではないか。それに貢献する高度人材育成を
担っていきたい。

修士卒の初任給を引き上げるなどの基準を見直すなど
により、専門性の高い人材の採用を進めてほしい。

学生は労働条件に加えて、入社後自分自身が成長でき
る環境かどうかも重視している。

社会課題解決のため、SIB※を活用した官民をあげた
仕組みづくりを検討してはどうか。特に産業界におい
ては、出資者の役割を期待。

【行政】

魅力ある仕事を生み出すため、競争力を高めようとす
る企業への支援に、より注力する段階になっているの
ではないか。

奨学金返還支援を推進し、経済的に困っている学生を
支援し、県内定着につなげることが重要ではないか。

出前講座の充実のほか、県内高校やその教員と高等教
育機関の連携を一層深めたい。

ヘルスケア系専門職の育成のため、卒業生の県内定着
率を高めていく仕組みができないか。

社会課題解決のため、SIB※を活用した官民をあげた
仕組みづくりを検討してはどうか。〔再掲〕

行政

【産業界】

企業の若手人材に集落活動センターの活動や伝統芸能
の活性化の活動への参画を進めたい。

【高等教育機関】

学生に集落活動センターの活動や伝統芸能活性化の活
動への参画を進めたい。

※民間事業者が資金提供者から資金を調達し、地方公共団体等から受けた支払に応じて返済等を行うもの
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